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〈論 説〉
EUの 環 境 政 策 ～ 現 状 と課 題 ～(2006/2/2改 訂)
箱 木 眞 澄
1.は じ め に
EUの 環境 政 策 が形 成 され る まで に は,様 々 な事 件 が影 響 を与 えて きた。 た とえ ば,1976年 の
イ タ リアの セベ ソ工場 災 害 に よ る ダイ オ キ シ ン汚 染1,1978年 の アモ コ ・カデ ィス 号 石 油流 出 に
よる ブル ター ニ ュ半 島の 汚染2,1986年 ウ ク ラ イナ の チ ェ ル ノ ヴ ィ リ原 発 事 故3,1999年 の ル ー
マ ニ ア の トラ ンス シ ル ヴ ァニ ア地 方 の 金 鉱 山 に お け る シ ア ン化 合 物 流 出 に よ る ドナ ウ 河 汚
染4,1986年 のス イス(バ ーゼル)で の ライ ン川汚 染 事 故5な どが その 代表 的 な もので あ る。
また,ヨ ー ロ ッパ 諸 国 にお い ては 「緑 の 党」 な どの環境 保 護 を主 唱 す る政 党 とか 政治 団体 も誕
生 し,そ れ らが 各 国の環 境 政 策形 成 に影響 を与 え る と共 に,EUの 環 境 政 策 に も影響 を与 え てい
る。 た と え ば,Miljopartiet-DeGrona(ス ウ エ ー デ ン,緑 の 党,1981年)6,LesVerts(フ ラ ン
ス,1984年)7,DieGrunenPartei(ド イツ,オ ース トリア),GreenLeaguePady(フ ィンランド緑の
党)な どが そ れ で あ る。 これ らの諸 団体 の影 響 の 下 に ヨー ロ ッパ 諸 国 に お い て,次 々 と環 境 保 護
法が 制 定 さ れた 。 しか しなが ら,そ れの み で は な く,た とえ ば,ス ウエ ーデ ンで は政府 官庁 の努
力 に よ る ところ も多 か っ た。す なわ ち,そ れ まで は こ こに環境 汚 染 問題 に対応 してい た 自然 保 全
局,水 質検 査 局,大 気保 護 局 等 の諸 官庁 が1967年 に統 合 され てNaturvardsverket(ス ゥェーデ ン
環境保護庁,SEPA)が 誕 生 してか ら2年 後 の1969年 にス ウエ ー デ ン環 境 保 護 法 が 制 定 され て い る
こ とか ら も明 らか であ る8。
ECの 環 境 政 策 は,従 来,ド イ ツ,オ ラ ンダ,デ ンマ ー ク の3力 国 に よ って 主 導 され て い たの
で あ るが,1995年 にス ウエ ー デ ン,オ ー ス トリア,フ ィ ンラ ン ドな どの グ リー ンブ ロ ック諸 国9
(ノルウエー もこのグループに含められている。なぜならば,ノ ル ウエーはEC加 盟国ではないが,EEA(欧 州
経済領域,1994年 に発足)を 通 じてECの 諸政策にある程度の影響力を持っているか らである)がEUloに 加
盟す るに及 んで,こ れ ら諸 国 の影響 力 は さ らに大 き くなっ たの であ る。 そ して,こ れ らの諸 国 に
お け る環 境 保 護 法 の 影 響 の下 に,EUに お い て も次 々 と環 境 法 制 が 整 備 され て ゆ くの で あ る。
1957年 に調 印 され,翌 年1月1日 に発 効 した 「欧 州 共 同体 を設 立 す る条 約」(以 下ではrEC条 約」
と略称する)に お い て は,環 境 保 護 に関 す る文言 は何 も見 られ なか っ た の で あ るが,1986年 の単
一欧 州議 定 書(SingleEur・peanAct)に 若 干 の規 定 が盛 り込 まれ
,1992年 のマ ー ス トリヒ ト条約 に
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もさらに追加的な規定が盛 り込 まれた。そ して,1997年 の アムステルダム条約お よび2001年 の
ニース条約 の規定 とあいまって,EC条 約 における環境政策につ いての諸規定が現在 の形 となっ
たのである11。EUの 環境 政策 は,こ の ような基本法制 を根拠 に して立案 ・思考 されてい ること
は言 うまで もない。以下 においては,EU環 境法の基本法制 について概観 した後,環 境政策が実
際 には どの ように して立案 され,実 施 されているのか といった現状 につ いて詳細 に検討 した う
え,現 状 での問題点 と今後の課題,EU以 外の諸国 ・地域への影響 などについて論 じる。
2.EU環 境 法の基本 法制
EC条 約 の統合版であるConsolidatedVersionoftheTreatyonEuropeanUnionandtheTreaty
EstablishingtheEuropeanCommunityに は,上 記の4条 約 における規定が全て盛 り込 まれてい
る。すなわち,
第1編 共通条項12,
第2条:連 合は次の諸 目的を設定す る。
一経済的
,社 会的進歩,高 水準の雇用 を促進 し,そ して……(中略)… …均 整の取 れた持続可能
な発展 を達成す る こ と,… … 似 下略)… …連合 の これ らの諸 目的 は,… ・・補 完性 の原 理(the
principleofsubsidiarity)13を尊重 しなが ら……達成 される。
第3条





第6条 環境保護上の諸要請 は,第3条 に述べる共同体 の諸政策お よび諸活動の設定お よび実現
と一体 でなければな らない。
第19編14環 境……(抜粋)






2共 同体の環境政策は,共 同体の個 々の地域 における事情の多様性 を考慮 しなが ら高い保護
水準 を目的 とする。それは,予 防お よび保全の原則,環 境破壊 はその根源 を優先的に是正す
るとい う原則並 びに汚染者負担の原則 に依拠す る(以 下略)。
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これに関連 して,環 境保護の要件 にこたえる調和措置には,共 同体 の調査手続 きに服す る
ものの,非 経済的環境上の理 由か ら,適 当 と思われ る場合 には,構 成 国が暫定的措置 をとる
ことを認めるセー フガー ド措置が含 まれる。
3共 同体 は,そ の環境政策の作成 にあたって次 のことを考慮す る。す なわち,
一入手可能な科学的および技術的資料
一共同体の個 々の地域 における環境条件
一措置あ るいはそれをとらない ことの潜在的利点 と費用
一共 同体全体の経済的および社会的発展 ならびに均衡の とれたその各地域の発展
4共 同体お よび構成 国は,そ れぞれの権限の範 囲内で第三 国お よび権 限を有す る国際組織 と
協力す る。共同体 としての協力の詳細は,共 同体 と当該第三者 との協定の対象 となることが
で き,第 三〇〇条に従 って交渉 され,締 結 される。
前段 は,国 際的組織の中で交渉 を行 い,国 際協定を締結す る構 成国の管轄 を損 なうもので
はない。
第175条(活 動内容)(略)
第176条(保 護措置)第175条 に従 ってとられる保護措置 は,構 成国が よ り厳格 な保護i措置 を維
持 または導入す ることを妨 げない。 当該措置 は,こ の条約 と合致す る もので な くて はな らな
い。それ らは委員会に通知 される。
以上の ように規定 しているのである。すなわち,第3条 第1項(1)に おいて は単一の環境政
策がEU域 内において とられるべ きであることが規定 され,そ して第174条1に お いては,共 同
体 の環境政策が追求すべ き目標 として,① 環境の質の保全お よび保護 ならびに向上,② 人間の健
康の保護,③ 天然資源 の賢明かつ合理的な利用,④ 地域 的または世界的環境問題の処理のための
国際的段階 における措置の促進,な どを掲 げた。また,第174条2に おいては,共 同体の環境政
策が依拠すべ き原則 として,予 防お よび保全の原則,環 境破壊 はその根源 を優先的に是正する と
いう原則,並 びに汚染者負担の原則15を 明記 してい る。そ して第175条 においては,理 事会 は,
経済社会理事会お よび地方委員会 と協議 した後,目 的達成のための共同体の決定 を全会一一致 ない
しは特定多数決16に よって行 う(第175条)。 全会一致 を要す る もの については第175条 に列挙 さ
れている。す なわち,① 財政的性質の諸規定,② 都市 および国土計画,水 源の量に関す るまたは
水源の利用可能性 に直接若 しくは間接に影響する管理,廃 棄物管理 を除 く,土 地利用等に影響 を
与える措置,③ 様 々なエ ネルギー源お よびエネルギー供給 に重大 な影響 を与 える措置,な どであ
る。いっぽ う特定多数決 による ものにつ いては理事 会で決定 で きるのである。1994年 始 めに発
行 された 「共 同体 の活動 に関す る第28次 一般報告』(以下ではr第28次 一般報告』とのみ表記,他 の
一般報告についても同じ)に おいて
,次 のように条約改定の効果 を評価 している。(同報告171頁)
上記の ようなEC条 約 の規定 を受 けて,「 共 同体の諸政策,産 業界,社 会全般 にわた る環境上
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の十分 な配慮が見 られ るようになった」。
第5次 お よび第6次 環境行動計画17は,環 境政策が共 同体の諸政策に十分に反映 され,産 業界
にのみな らず,社 会全般にわたって環境上 の配慮が十分 に浸透することを狙 った もの といえる。
3.第1次 一 第6次 環 境 行 動 計 画(EnvironmentalActionprogram)
第1次 か ら第6次18ま での環境 行動計画19は,そ れぞれ1972年(各 国毎の環境政策の実施がEC
加盟国間の貿易障壁になるのを防ぐことが主目的2。),1977年,1982年,1987年,1992年21,2001年
か ら施行 されるようになった。そ して,1990年 代末 まで に工業,エ ネルギー,運 輸,農 業,観
光,の5分 野での顕著な達成が見 られている。
1994年10月 にはデ ンマー クの コペ ンハ ー ゲ ンに欧州環 境 局(EEA,Eur・peanEnvir・nmental
Agency)(第28次 一般報告,171頁)が 設立 され,中 東欧地域 を含む欧州全域 にわた る環境問題に関
す る情報収集 と政策提言に関与 してい る。
2000年 時点でEUに はすでに500を 超 える二次的法規が存在 している。これ らの法規 は,「 指
令(Directive)」 の形式 を採 っていて,こ れ らはEU各 国内での立法措置 を待 って始めて施行 され
ることになる。この点で はほかのEU法 とは異 なる側面 を持 ってい る とい える。 したが って,
EU各 国はEC条 約第176条 に も認め られてい る通 り,各 国での事情 に応 じて よ り厳格 な規定 に
することもできるのである。
EU環 境法の二次的法制の例 と外国 での対応 最近EUで 施行 されることになった環境法の
二次的法制 の例 には,2003年2月 に制定 され たWEEE(電 気 ・電子機器廃棄物に関する指令)お よ
びRoHS(電 気 ・電子機器に対する有害物質の使用制限に関する指令)が あ り,EU向 け輸出に関心 を
持 っている日本の電気 ・電子機器製造業者は,こ れ らへ の対応に余念がない。たとえば,中 国 ・
上海市近郊に工場 を保有 している某電子機器メーカーでは,EUの この新 しい環境法 の二次 的法
制 に対応するの に余念がないが,残 念なが ら中国側での意識の低 さか らか,新 法制に十分 に対応
で きる中間財 を調達で きないため,日 本 か らの輸入 に頼 らざるを得ず,か な りコス ト高に付 くこ
とになるとのことであった22。
い っぽ う,中 国側 の企業 にとっては,EUが 設 けた技術 的障壁 と映 る。「中国の ような技術 レ
ベ ルの低い製 品輸出国に大 きな打撃 を与 えるのは間違いない。中国電子電気関係の輸 出企業は,
いま大 きな難関に直面 している」。上記二 つの法令 において採用 された新基準 の 「対象 となって
いる製品は,10大 製品群23・約20万 種 の製 品に及んでいる。特 に家 電では,中 国の輸出全体 の
4分 の1がEU向 けで 占め られていることもあ り,業 界への影響 は深刻な もの となっている」。
その 「影響は560億 米 ドル以上 ともい われ,EU向 けの電気 ・機械製品輸出全体 の7割 を占めて
いるか らであ る。影響 の大 きさの一方で,多 くの地場 メ0カ ーが状況 を正確 に は認識 してお ら
ず,取 り組 みが鈍 い とも指摘 されてい る」。 しか しなが ら,「 このEUの 新基 準が きっかけ とな
り,中 国製造業の技術革新 と構造再編が期待 で きるので,EUで の新基準導入は,中 国での対応
EUの 環境政策～現状と課題～(2006/2/2改 訂)53
の仕方如何 でプラスに もマイナスに も作用す るのであ る。」24と す る中国の識者見解がある こと
にも注 目してお きたい。
EU環 境白書2001年2月 に公表 されたEU環 境 白書では,将 来の化学政策 のための戦略 ・
提言が行われている(COM(2001)88;16/02/2001)。 これは,"REACH"と 呼 ばれるシステムの構
築 を狙い としたものである。"REACH"と は,Registration,Evaluation,Authorization,Chemicals
の略であって,全 ての化学物質 に適用 される統一・かつ固有 の シス テムである ことを目指 してい
る。 これは,新 規物質 と既存物質の間で情報 の提供や試験 に関 して法制上 の要求があ まりにも違
いす ぎる現行の システムを改め,す べ ての化学物 質に適用 され る統一かつ固有 のシステムの構築
が必要だ と考 えられたか らであって,危 険な化学物質 に関す る欧州の法体系について現在行われ
ている見直 しの一環である。
このような内容の 白書 についての欧州議会での審議 には 「緑の党」な どの環境議員の発言が大
きな影響 を与 えているのである25。
有害物質 に関する欧州の法的枠組 み 有害物質 に関する欧州 の法的枠組 みは,1960年 代末
以降継続的 に発展 して きている。主要 な法律 としては,① 危険物質の分類,包 装お よび表示 に関
する もの,② 既存物 質の リスク評価お よび管理に関す るもの,③ あ る種 の危 険物質お よびその調
合(品)の 販売 と使用 の規制 に関する もの,④ 危 険な調合(品)の 分類,包 装お よび表示 に関す
る もの(Directive67/548,Regulation793/g3,Directive76/76g,Directivelggg/45),等 があ る。 これ らの法
律 は,そ の後修正お よび改定 され,そ の数 は合計約70に 達 している とい う26。
その他の環境 に関する諸問題 その他 の環境 に関す る諸問題 としては,① 水質保全;淡 水産
魚族保護のための淡水水質保全,② 都市排水処理,③ 水泳場の水質保全,等 を挙げておこう。
また,環 境 と健康の問題 に関 しては,単 一欧州環境健康戦略,多 年次行動計画(2004-10),新
手の環境健康問題への対処のための研究強化,大 気汚染対策の強化 とくに有機溶剤使用 による浮
遊有機混合物の排 出規制強化,環 境騒音規制強化,化 学品のREACH(research,evaluation,authori-
za廿on,restrictionofChemicals)に関す る立法作業継続,有 機汚染物質(pOPs;persistentorganicpollut
ants)対 策,道 路外移動機械 に組み込 まれた内燃機 関か らの ガス状 分子状汚染物質の排 出対 策に
関する加盟諸 国の法律近似化 に関する指令調 印などが近年 の例である。
『共同体の活動に関 する一般報告』(第28次 から第34次 報告まで)に 現れた主 な環境政策
第28次(1994年)か ら第34次(2004年)ま での 『共 同体の諸活動 に関す る一般報告』(以下では
r第XX次 一般報告』と略記する)に おいては,次 のような政策が打ち出されている。
京都議定書 に関 しては,①2004年2月,欧 州議会 と欧州理事会 とは,京 都議定書 におけ る義
務履行のために,温 室効 果ガス排 出測定 メカニズ ム設立 を決定 した。②2004年2月,欧 州議会
と欧州理事会 とはCO2排 出削減 を目的 として,商 用車のCO2排 出お よび燃料消費測定 に関す る
指令2004・3・ECを 採択す ると同時に,乗 用 車か らのCO2排 出削減のための共 同体戦略の実現
に関する第4回 年次報告 を採択 した。
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4.EU加 盟各 国の環 境政 策
EC条 約第175条 で も認め られている通 り,EUの 環境法規 が最低 限守 らなけれ ばならない基
準で はあるが,加 盟各国は各 国の実情 に応 じて,そ れ よりも厳 しい内容の規準 を制定することが
で きるのであって,EUの 環境政策は,一 般の加盟国 とグ リー ンカ ン トリー といわれ る諸 国 との
間の妥協の結果ではあっても,欧 州経済社会理事会や欧州議会な どの政 策形 成過程 を通 じて グ
リーンカン トリーの環境 政策が色濃 く反映されてい るこ とは言 うまで もない。そこで,本 節では
EU環 境政策に強い影響 を及ぼ した と見 られる主要国の環境政策 について検討する。
北欧諸国の環境政策 北欧諸国における環境意識が他の欧州諸国よ りも高いことは,第1回
目の国連人 間環境会議27が1972年 にス ウエーデンの首都 ス トックホルムで開催 された ことか ら
も頷かれるであろう。 また,デ ンマーク,フ ィンラン ド,ノ ル ウエー,お よびスウエーデ ンの4
力国は,「 環境 を保 護 し,改 善す る緊急 の必要性 を確 信」 した結果,北 欧環境 保護条約 を,EC
の環境関係の最初の規定が単一欧州議 定書 に盛 り込 まれた1986年 よ りも12年 も早 い1974年 に
締結 しているのである。そ こでは,「 環境上有害 な活動 を許認可 しうるか否かを考慮するに際 し
て,か かる活動が他の締約国内に惹 き起 こすかまたはその恐 れのあるニューサ ンスは,当 該活動
が行 われる国におけるニューサ ンス と同等のものと して扱 われなければならない」 という無差別
原則,訴 えの権利 と賠償,環 境保護 の監督機関,審 査機 関の任務,影 響評価文書の要求,審 査結
果 の公表,査 察,協 議 等 の内容 を盛 り込んでいる28。
その他の諸国の環境政策 ドイッはノルディック諸国 と並ぶ グリー ンカ ントリーの有力 なメ
ンバ ーであ るが,そ の環境政策 につ いて は,エ コロジカル税制改 革(1999年)e環 境 政策 と福祉
政策の統合の象徴的な事例 とされてい ることを指摘す るだけに とどめたい。
イギ リスは,大 陸諸国 とは何かにつけて異色 の存在で はあるが,環 境 問題への取 り組みには積
極的であ り,国 際標準 機構ISOの 本 部があ り,環 境 関係規格 について はISO14001を 設 けてお
り,日 本企業 の多 くが認定 を受けている。ただ,イ ギ リスでの慣行 は大陸諸国のもの とは一風 変
わった特徴 を持 ってい る。厳 しい ところがある反面,分 別収集があま り厳格 に実施 されてはいな
い など,か な り伸 びやかな ところ も持っているのであ る。
フラ ンスは,北 欧諸国や ドイツなどのグリー ン諸国のそれ とは違い,イ タリア,ス ペイ ン,ポ
ル トガル,等 といった南欧諸国のそれ とかな り似 た特徴 を持 っている。 これは国民性 を反映 した
もので もあろう。工業 品規格 に して も,ド イツや北欧諸 国では規格がかな り厳格 に解釈 されるの
に対 して,南 欧系の諸 国ではかな り伸 びやかな適用が見 られるのである。 このことを象徴的に示
してい るのは,欧 州裁判所 を舞台に して争 われた ドイツ とフランス との間で争われた有名なカシ
ス ・ド・デ ィジ ョン訴 訟(判 決は1979年)の ケー スで あろ う29。結 局 ドイ ツが敗 訴す る こ とに
なったのであるが,ド イッでは16世 紀初 めに制定 された純粋法(Germanpuritylawof1516;Rein-
heitsgebot)に 従 って,醸 造酒 は純粋 な製法 を守るべ きであって,ほ かの成分 を混入 してはな らな
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い,と いう態度を とったのであるが,こ れに対 してフランス側 は醸造 に際 して木の実な どを混入
して醸造 していたのであって,こ れを ドイツに輸出 しょうとしたのであった。結局,財 の 自由移
動 を認める とい う共同市場 の精神に則 って,ド イツはカシス酒のフランスか らの輸入を認めざる
を得 な くなった ものである。
5.環 境問題への対策 は国際的枠組みの中で推進 される
環境問題 の拡が りは,亜 硫酸 ガスの拡散 による酸性雨やチェルノヴィリ原発事故の場合 に見 ら
れるように,し ば しば国境 を越 えるので,国 際的ネッ トワークによる対応が不可欠である。
この ような点 を考慮 して,EC条 約第174条 第1項 には,世 界的環境問題の処理 のための国際的
段階における措置の促進 を図るべ きことを明記 している。
EUで は気 候変動戦略 として次の対 策 を推進す るこ とに してい る。①2004年8月,オ ゾ ン層
破壊対策=フ ロンガス,代 替 フロンガス削減推進のための規制強化,②2004年11月,気 候変動
ベノスアイ レス会議(COP10)に 関連 して,欧 州議会 は気候 変動に関す る交渉 にお ける共同体 の
指導的役割 を維持す ることの重要性 を強調する決議 を採択 した。③ また,京 都議定書の諸 目標 を
達成する努力 を倍加すべ きことを確認 した。 さ らに,バ イオマスか らのエネルギー生産 を支援す
るための立法措置 をとることを欧州委員会に要請 した。 さらに④2004年11月,途 上 国の気候変
動戦略 と行動計画 を支援する意図 を表明 した。
自然保護,生 物多様性,森 林の問題では,生 物多様性条約カルタへ 一ナ議定書の第1回 締約国
会議(2004年2月,ク アラルンプル)に 関連 して,欧 州議 会30は,ア フリカ,ア ジア,ラ テ ンアメ
リカで起 っている野生生物の肉お よび野生動物の貿易が野生森林種の絶滅の危機 を招 いているこ
とに関連 して,生 物多様性行動計画の実現 を欧州委員会に求めた。
野生動植物絶滅危惧種の国際貿易 に関する条約(CITES)3ユ,渡 り水鳥条約,地 中海水質汚染 防」h
に関す るバ ルセ ロナ条約(こ れは航行船舶からの廃油による汚染を主な対象としている)な どに調 印 し
ている。
また,EUの 環境 問題へ の対応 の国際的拡が りの…一例 は,2003年 段 階では まだ検 討段 階で は
あ ったが,中 国へ の よりクリー ンな,よ り効率 的な石炭燃焼技術 の移転 に見 られ る。 もし2000
年時点の中国で平均熱効率29.5%の 石炭火力発電(石 炭314Mtoeを 用いて1081TWhを 発電)がEU
15並 の39%の 熱効率39%で 行 われたな らば,CO2発 生量 は,13億4900万 トンか ら10億1200
万 トンへの削減が可能であった とい う。 これは25%の 削減になる。 さらに,IEA予 測(2030年)
の熱効率43%(EU15)で,中 国が石炭849Mtoeを 用いて発 電量3503TWhを 達成す るならば,
CO2発 生量 は36億8300万 トンか ら29億7700万 トンへ の削減が可能であるという。 これ は7億
500万 トン(1g%〉 のCO2削 減 に相 当す る。 したが って,EUか ら中国へ の よ りクリー ンで,よ
り効率的 な技術 の移 転が な されれ ば,2030年 には年 間7億500万 トンのCO2削 減が可 能 とな
る。 これは2000年 におけ るEU15合 計 のCO2発 生量 の22.4%,2030年 におけ るEU15のCO2
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発生量の18%に 相当す るとい うのであ る32。
これはまだ専 門家 グループの研究 レポー トに過 ぎないが,先 進環境技術の国際的移転の効果が
いかに大 きいか を物語 っている。EUは す でにベ トナム中部の保養地 における緑 豊かな環境保全
のためにかな りの援助 を行 い,そ れな りの実績 を上げている33の で,上 述の ような専 門家 グルー
プの研究 レポー トに盛 り込まれた ものが,そ の一部で も実行 に移 された場合 には地球環境 問題へ
のそれな りの貢献 となるのである。
6.EU環 境政策に課せ られた今後の課題
環境 問題の拡が りは,今 や全地球的な規模 となってい るので,環 境 問題へ の意識が比較 的深
まって きた先進 国は言 うに及 ばず,発 展 途上国へ も環境意識の浸透を図ることが肝要である。
EUは2003年 のテ ッサ ロニ キ首脳 会議iにおいてグ リー ンディプロマ シー を展 開す ることを決
定 している34。さしあたっては,前 述の ようなよりク リー ンな先進的環境技術 を,環 境汚染大国
である中国 とイ ン ドを中心 に移転 を図 ってゆ くだけではな く,発 展途上国の京都議淀 書約束への
参加,と りわけ環境汚染が深刻 な上 に,汚 染対 策の進展が あま り見 られず,し か も経済発展が著
しい中国 とイン ドの参加 を,日 本 などとの連携 の もとに呼 び掛 けることが肝要であろう。米国の
京都議定書復帰への呼び掛 けについては言 うまで もない。
そのほかの諸問題について も国際協力 をいっそう強化す ることが求め られよう。 また,新 手の
環境 問題への予見 と対策 の強化のため には,1992年 以 降毎年1回 開催 されてい るG7/G8環 境
大 臣会合35の みではな く,実 務家 レベル も含めたよ り広 く,か つ よ り緊密 な国際的連携 の下 に研
究 を深 めてゆ くこ とが大切 である。
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19PamelaM.BarnesandIanG.Barnes,EnvironmentalPolicyintheEuropeanUnion,EdwardElgar ,1999,
pp.24-57で は 第1次 か ら第5次 ま で のEAPそ れ ぞ れ の 特 徴 とそ れ ぞ れ が 目指 す 目標 及 び 課 題 に つ い て 詳
論 して い る。
20ibid,op.cit.,p.10.
21第5次EAP:"TowardsSustainability".こ の 第5次EAPの 進 捗 情 況 報 告 書 は,1997年 に 第XI総 局(環
境,原 子 力 安 全,市 民 保 護 担 当 の 総 局)か ら公 表 さ れ た 。 持 続 可 能 な 社 会 の構 築 を 目指 し た諸 活 動 が,域
内 的 に も 国際 的 に も成 果 を挙 げ つ つ あ る と指 摘 して い る 。
222005年3月 下 旬 の 「中 国 ビ ジ ネ ス最 前 線 視 察 」 旅 行 に お け る ヒ ア リ ン グ に よ る。
23魏 景 賦 氏 は特 定 し て い な い が,ノ ー トパ ソ コ ン,モ ニ タ ー テ レ ビ,デ ジ タ ル カ メ ラ,カ ラ ー テ レ ビ,
DVDプ レー ヤ ー,空 調 機 器,扇 風 機,電 気 冷 蔵 庫,電 子 部 品,携 帯 電 話 機 用 部 品 等 を指 す と思 わ れ る 。
中 国商 務 年 鑑 編 纂 委 員 会 編 『中 国 商 務 年 鑑 ・2005』,中 国 商 務 出 版 社,2005年,102-103頁 を参 照 され た
い0
24「 」 内 の 文 章 は,魏 景 賦 「中 国 の 輸 出競 争 力 向 上 に 影 響 す る 内 在 的 な要 素 」,『広 島 経 済 大 学 経 済 研
究 論 集 』,第28巻 第3号,2005年12月,15頁,に よ る。
25河 村 寛 治 ・三 浦 哲 男 編 集,前 掲 書,87頁,参 照 さ れ た い 。
26河 村 寛 治 ・三 浦 哲 男 編 集,前 掲 書,77頁,参 照 さ れ た い 。
27MichaelSkouAndersenandDuncanLiefferinkeds.,op.cit.,p .44.
28地 球 環 境 法 研 究 会 編 『地 球 環 境 条 約 集 」,第4版,中 央 法 規 出 版,2003年,28-9頁 。
29よ り正 確 に は 「カ シス ・ド ・デ ィ ジ ョ ン」 判 決(1979年)と 呼 ば れ る。 詳 し くは,J .ペ ル クマ ンス 著/
田 中 素 香 全 訳 『EU経 済 統 合 ～ 進 化 と拡 大 の総 合 分 析 ～ 』,文 眞 堂,2004年,148-9頁,を 参 照 さ れ た い 。
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33箱 木 眞 澄 「東 南 ア ジ ア の 持 続 的 発 展 を 考 え る(2)一 ベ トナ ム の 経 済 発 展 と 直 接 投 資 ・環 境 問 題;ベ ト ナ
ム の 産 業 を 支 え る 人 々 」,『 広 島 経 済 大 学 経 済 研 究 論 集 』,第27巻2号 ,2004年9月,69-70頁 を 参 照 さ
れ た い 。
34『 一 般 報 告 ・2003」,p.228。 『一 般 報 告 』 は こ の 頃 か ら 第 何 次 と い う の を 廃 し,『 一 般 報 告 ・㎜ 年 』
(GeneralReportontheActivitiesoftheEuropeanUnion/2003と い う よ う に 表 記 を 改 め た よ う で あ る 。
EUの 環境政策～現状 と課題～(2006/2/2改 訂)59
35G7/G8環 境 大 臣 会 合 は,第1回 目が1992年5月 に ドイ ツ の ボ ン で 開 催 さ れ た の を 皮 切 りに,毎 年1
回 ず つ 各 国持 ち 回 りで 開催 され て い る 。 会 合 の 終 結 に 当 た っ て は コ ミ ュ ニ ケ が 発 表 さ れ,会 合 で の 結 論 お
よび提 言 が 行 わ れ る の が 例 で あ る 。 日本 で は 清 水 嘉 与 子 環 境 庁 長 官 の 時,2000年4月 に滋 賀 県 大 津 市 で
「G8環 境 未 来 フ ォー ラ ム 」 と銘 打 っ て 開 催 され た 。 大 津 に は8力 国(カ ナ ダ,フ ラ ンス,ド イ ッ,イ タ
リア,日 本,ロ シ ア,イ ギ リス,ア メ リ カ)の 環 境 大 臣 等 とEUの 環 境 担 当 欧 州 委 員 が 出席 し た 。
環 境 省 ホ ー ム ペ ー ジ:htΦ://www.env.gojp/earth/g8-2000/outline.htmを 参 照 さ れ た い 。
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